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１．背景と目的

　わが国の会計基準の一つである固定資産の減損

に係る会計基準（以下、減損会計基準）は、財務

諸表の透明性の確保、経営者の裁量的な評価の除

去、及び会計基準の国際的調和を目的とし2006

年より強制適用となった（注１）。しかしながら、

現在の減損会計基準には、経営者の判断と見積も

りに委ねる部分も多く、経営者の裁量を認めてい

るため、今以上に減損損失に関する厳格な情報開

　近年、公正価値会計への移行に伴い企業不動産戦略が注目されているが、企業不動産に焦点を当てた研究がほ
とんどない。そこで本稿は、減損会計適用企業の開示情報が株式市場に与える影響を明らかにし、遊休不動産に
ついて検討することを目的としている。検証の結果、財務指標等と資産情報開示内容の関連性が観察され、遊休
不動産の発生メカニズムの一端の解明及び投資家は遊休不動産情報に対し有用性を認めていることが確認でき
た。なお、本稿は本文と補論で構成されており、詳細を補論で述べている部分については本文中に注が付されて
いる。
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